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本市の重点課題に対応する

ための重点施策 

市政運営を総合的に進める

ための分野別施策 
市政運営を総合的に進める

ための分野別施策 

（p.49～） 

 

本市の重点課題に対応する

ための重点施策 

（p.17～） 

ウィズコロナ・ポストコロ

ナに対応する「新たな日常」

を構築するための施策 

（p.11～） 

202２年度版実施計画の概要 

 
 「平塚市総合計画～ひらつか NEXT～2022 年度版実施計画」は、平塚市総合計画の推進を図るため、

2022 年度～2024 年度（３か年）に本市が実施する事業を定めたものです。 
 
（２）新型コロナウイルス感染症拡大への対応と実施計画の見直しについて 

 
本市では、新型コロナウイルス感染症（以下、感染症）拡大への対応として、令和２年４月に策定

した平塚市新型コロナウイルス感染症緊急対策（令和２年５月に第２次を策定）、令和２年７月に策定

した平塚市新型コロナウイルス感染症総合対策（令和２年 11 月に補完版、令和３年２月に第２次、令

和３年９月に第２次補完版を策定）を推進してきました。 

感染症拡大に伴う影響は、市民の生命や暮らしだけでなく、経済・社会、さらには行動や意識、価

値観にまで波及しています。また、感染症が収束した社会であるポストコロナにおいては、AI や IoT

などの新技術の活用をはじめとした「新たな日常」での暮らしが求められます。 

 このような感染症と隣り合わせの社会（ウィズコロナ）、また、感染症が収束した社会（ポストコロ

ナ）においても、平塚市総合計画が目指す「まちづくりの指針」の実現は変わることなく重要である

ことから、平塚市総合計画に位置づけた施策を引き続き推進しています。 

これに加え、ウィズコロナ・ポストコロナに対応する「新たな日常」の構築を見据え、施策の推進

に必要な事業が位置づけられるよう、地域経済の活性化、ＩＣＴの活用・デジタルトランスフォーメ

ーションの推進などの視点を踏まえて 2021 年度版実施計画の見直しを行いました。 

2022 年度版実施計画でも引き続き、本市の重点課題に対応するための重点施策と市政運営を総合的

に進めるための分野別施策に加え、ウィズコロナ・ポストコロナに対応する「新たな日常」を構築す

るための施策の３つの施策を軸として、ポストコロナに確実につなげます。 

 
 
❖実施計画の見直しのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  
 

（１）基本的な考え方 

これまでの実施計画 2022 年度版実施計画 

ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
へ
の
対
応 

１ 
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（３）前年度版実施計画の見直しについて 

 
  ア 前年度版実施計画事業の見直し状況 

区  分 事業数 

2022 年度版実施計画に継続する事業 １９２ 

2022 年度版実施計画に継続しない事業 ７ 

 他の実施計画事業に統合するもの １ 

事務事業
※ 

 とするもの ０ 

事務事業
※ 

 と統合するもの ０ 

終了となるもの ６ 

廃止するもの ０ 

合  計 １９９ 

 
イ 2022 年度版実施計画に継続しない事業 

区 分 事業名 担当課 理  由 

他の実施計画事業

に統合するもの 
新たな働き方促進事業 産業振興課 中小企業経営支援事業に統合 

終了となるもの 相模小学校移転整備事業 教育施設課 2021 年度で整備を完了したため 

終了となるもの 
文化芸術ホール開館準備事
業 

文化・交流課 2021 年度で整備を完了したため 

終了となるもの 
オリンピック・パラリンピ
ック推進事業 

オリンピック・

パラリンピック

推進課 

2021 年度で終了したため 

終了となるもの 消防署本署整備事業 消防総務課 2021 年度で整備を完了したため 

終了となるもの 見附台周辺地区整備事業 都市整備課 2021 年度で整備を完了したため 

終了となるもの テクノフェア推進事業 産業振興課 
商談形式のオンライン化移行など
に伴い終了 

 
ウ 事業名を変更した事業（０事業） 
事業内容の見直し等による、次の事業の名称を変更はありませんでした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

※事務事業 
実施計画に位置付けずに行う事業 
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エ 新たに位置付けた事業（４事業） 
分野別 

施策 
事 業 名 担当課 事業概要 

１ 
平塚文化芸術ホー
ル管理運営事業 

文化・交流課 

平塚文化芸術ホールの施設管理、芸術文化・普及振

興事業、施設貸出を行います。また、隣接する見附

台公園との一体的な活用を行います。 

２ 
共生社会ホストタ
ウン事業 

福祉総務課 
共生社会ホストタウンに係る事業を総合的に進めま

す。 

３ 
電気バス導入促進
事業 

交通政策課 

環境負荷の低い路線バスの運行を実現するため、市

内を運行する路線バス事業者に対し、電気バスの導

入を支援します。 

３ 都市計画策定事業 
まちづくり政

策課 

持続可能な都市経営の実現を図るため、コンパク

ト・プラス・ネットワークの形成に向け、立地適正

化計画の策定等に取り組みます。 

 
  



4 

（４）2022 年度版実施計画の分野別施策ごとの事業数及び計画事業費について 

 

単位：千円 

分野別施策 事業数 会計区分 2022 年度 2023 年度 2024 年度 計 

１ ５９ 

一般会計 2,381,064 2,739,737 2,778,220 7,899,021 

特別会計・ 

公営企業会計 
0 0 0 0 

計 2,381,064 2,739,737 2,778,220 7,899,021 

２ ７０ 

一般会計 8,863,825 7,859,254 7,958,424 24,681,503 

特別会計・ 

公営企業会計 
2,885,783 1,981,608 1,724,608 6,591,999 

計 11,749,608 9,840,862 9,683,032 31,273,502 

３ ３５ 

一般会計 1,259,668 1,093,901 512,701 2,866,270 

特別会計・ 

公営企業会計 
346,176 346,176 346,176 1,038,528 

計 1,605,844 1,440,077 858,877 3,904,798 

４ ３２ 

一般会計 3,749,992 2,807,571 2,807,902 9,365,465 

特別会計・ 

公営企業会計 
2,070,616 0 0 2,070,616 

計 5,820,608 2,807,571 2,807,902 11,436,081 

合計 １９６ 

一般会計 16,254,549 14,500,463 14,057,247 44,812,259 

特別会計・ 

公営企業会計 
5,302,575 2,327,784 2,070,784 9,701,143 

計 21,557,124 16,828,247 16,128,031 54,513,402 

 
（注１）2022 年度計画事業費は、当初予算額を基本としています。 
（注２）2023 年度、2024 年度の計画事業費は、一部未定の事業もあるため参考値となります。 

 

 

 

 

 

 



5 

（５）財政見通しについて 

 
財政見通しは、今後の経済動向や国による地方財政計画、さらには経済政策により大きな影響を受

ける場合があることから、当面の一定条件に基づいて試算しています。計画期間中の財政見通しは次

のとおりです。 
 

・歳入 
歳入の根幹である市税については、社会経済情勢や地方税制改正などを考慮して算出しました。

また、投資的経費や扶助費等の財源となる国県支出金及び建設事業や財源対策のための市債につ

いては、計画期間中の事業費や扶助費の推移により推計しました。その他の歳入については、過

去の実績などを基に推計しました。 
 

・歳出 
実施計画事業費については、2022 年度の積算単価などを考慮して算出しました。 
実施計画外事業費については、少子高齢化が引き続き進展することから、扶助費の増加などが

見込まれ、将来の状況をできる限り的確に見据えた中で推計しました。また、物件費などその他

の経費は、過去の推移を見込んで推計しました。 
 

❖財政収支の見通し（2022 年度～2024 年度） 
単位：百万円 

区     分 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

歳入 88,090 88,325 93,117 

 

自主財源 52,869 52,438 53,466 

 
市 税 42,724 43,125 43,206 

その他 10,145 9,313 10,260 

依存財源 35,221 35,887 39,651 

 

国県支出金 23,208 22,856 23,763 

市 債 2,873 4,146 6,949 

地方譲与税等 9,140 8,885 8,939 

歳出 88,090 88,325 93,117 

 

義務的経費 49,514 48,807 50,391 

実施計画事業費 16,255 14,500 14,057 

その他 22,321 25,018 28,669 

（注１）この推計は、2022 年１月時点で推計したものです。 
（注２）財政収支の見通しは、一般会計の当初予算額を基準とした推計です。 
（注３）財政支出の見通しの金額は、財源対策を講じた後の推計値です。 
（注４）義務的経費は、人件費や扶助費、公債費の合計です。 
（注５）歳出のその他は、繰出金や積立金などの合計です。 
（注６）実施計画事業で未定のものは、除いています。 
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自
治
基
本
条
例
（
第
８
条
）
ま
ち
づ
く
り
の
指
針 

基本施策 

基本施策 柱 

柱 

まちづくりの基本姿勢 

個別施策 柱 

柱 個別施策 

重
点
施
策 

 
分
野
別
施
策 

重点課題 ウィズコロナ・ 
ポストコロナに対応する 
「新たな日常」の構築 

基本施策 

実施計画について 

 
（１）実施計画の位置付け・計画期間について 

 
平塚市総合計画は平塚市自治基本条例第１９条を策定根拠とし、同第８条に定めた「まちづくりの

指針」の実現に向けて取り組むものであり、『基本計画』－『実施計画』の２層の構成としています。  
実施計画は基本計画に示した施策を具体化する事業を定めるとともに、2022 年度版実施計画では、

感染症への対応として、まちづくりの基本姿勢に示した取組を実現するための方針「新たな日常の構

築」を新たに整理し、これを具体化する事業も含めて定めています。 
なお、社会経済情勢の変化や市民ニーズの多様化に迅速に対応するため、行政評価の結果を踏まえ

た見直しを毎年度行うこととし、計画期間は向こう３か年を見据えたものとしています。 
  
❖位置付けイメージ 
 
 
 

 

 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
 

 

 
 
❖まちづくりの指針 

平塚市自治基本条例第８条に定める「まちづくりの指針」は次の５つです。 
まちづくりの指針（平塚市自治基本条例） 

第８条 市は、次に掲げる指針により、市民が幸せに暮らすまちを目指します。 
（１）世界の人々と相互理解を深め、多様な文化が共生し、人々が平和に共存するまちにします。 
（２）豊かな人間性と文化をはぐくみ、基本的人権を擁護するまちにします。 
（３）互いに支え合い、誰もが安心して、安全に暮らすまちにします。 
（４）自然環境と都市基盤が調和し、自然と人が共生するまちにします。 
（５）産業を培い、活力とにぎわいのあるまちにします。 

基本計画 事業 

事業 

事業 

実施計画 

事業 

事業 

平塚市総合計画 

２ 

序論 

事業 

… 
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❖計画期間 
2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

         

 
 
 
 
（２）実施計画の進行管理について 

 
実施計画事業の着実な展開を図るとともに、市民に対する説明責任を果たすため、行政評価を実施

し、指標による評価や課題分析などを行い、効率的・効果的な進行管理を行います。 
 
 

 
 
 
 
 
  

 

予算、行政評価の結果を踏まえて、

実施計画は毎年度見直し 

Plan 
事業の目的の 

明確化 

何をどのような状態に
するのかを明確にし、計
画する。 

Do 
事業の実施 

計画に基づき事業を実
施する。 

Action 
事業の改善 

評価に基づき改善を図

る。 

Check 
事業の評価 

計画に基づき、成果指標
や活動指標による評価
を行う。 
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（３）実施計画事業の見方について 
  
 
❖「新たな日常」の構築に向けた事業 

まちづくりの基本姿勢に示した取組を実現するための方針「新たな日常の構築」に向けて、 
「デジタル化・新しい技術の活用を推進する」施策の計画内容を掲載しています。 

 
 
  

施策を推進するため

の具体的な取組名、

概要等を表していま

す。 

目標を一覧で掲載して

います。 

施策の基本的な方向性

を表しています。 

「新たな日常」の構

築に向けた施策を表

しています。 
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❖重点施策事業 

本市が抱える４つの重点課題に対応するために重点的に取り組む施策である 
重点施策の計画内容を施策体系順に掲載しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

重点施策中の個別施

策を表しています。 

個別施策の基本的な方

向性及び重要業績評価

指標（KPI）を表してい

ます。 

なお、平塚市総合計画

～ひらつか NEXT～は

2016 年度を始期とし

ていますが、各指標は、

計画策定時の実績値

（主に 2014 年度）を採

用しています。 

上記の取組を含む関

連事業の計画事業費

を 表 し て い ま す 。

（※） 

施策を推進するため

の具体的な取組を表

しています。 

※計画事業費における表記説明 
「0 千円」…事業費を要しない事業 
「―」…事業費の抽出が困難な事業 
「＼」…実施する内容がない事業 
「未定」…2022 年度版実施計画策定段階で、算定が困難な事業 
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❖分野別施策事業 

市政運営を総合的に進めるための基本的な方向性である分野別施策の計画内容を 
施策体系順に掲載しています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※計画事業費における表記説明 
「0 千円」…事業費を要しない事業 
「―」…事業費の抽出が困難な事業 
「＼」…実施する内容がない事業 
「未定」…2022 年度版実施計画策定段階で、算定が困難な事業 

基本施策において設

定された成果指標を

表しています。 

なお、平塚市総合計画

～ひらつか NEXT～

は 2016 年度を始期と

していますが、各指標

は、計画策定時の実績

値（主に 2014 年度）

を採用しています。 

事業に関連する

施策及び部局を

表しています。 

【計画事業費】 

各年度に実施す

る事業内容に要

する事業費を表

しています。 
（※） 

【事業内容】 

各年度に実施する

事業内容を表して

います。複数年にわ

たり事業内容が継

続する場合は罫線

で区切らず表して

います。実施する事

業 が な い 場 合 は

「＼」で表していま

す。 

基本施策の取組

方針を表してい

ます（総合計画の

改訂基本計画か

ら転載）。 
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「さらに、選ばれるまち・住み続けるまち」へ 

向けた重点課題 

 ○新たな未来社会である society5.0 の実現 

○AI や IoT などの新技術の活用 

まちづくりの基本姿勢 

 ○厳しい社会状況の中でも、将来にわたって 

市民が幸せに暮らすことができるまちづくり 

○持続可能な行政運営の推進 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

ウィズコロナ・ポストコロナに対応する「新たな日常」の構築 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

序論 

平塚市総合計画 

３ 

ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
・
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
に 

対
応
す
る
「
新
た
な
日
常
」
の
構
築 
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方針 ◆ウィズコロナ・ポストコロナに対応する「新たな日常」の構築◆ 

施策 デジタル化・新しい技術の活用を推進する 
 

◇基本的な方向性◇ 

厳しい社会状況の中でも、将来にわたって市民が幸せに暮らすことができるまちづくりや 

持続可能な行政運営を進めるため、ウィズコロナ・ポストコロナに対応する「新たな日常」の 

構築に向けて、AI や IoT、デジタル化や新しい技術の活用を推進します。
 

◇目標一覧◇ 

目標 
実績値 

（2020 年度） 
目標値 

（2023 年度） 

新しい技術の実証事業（実）件数【累計】 ３件 ５件 

子育て分野におけるオンライン相談の活用件数【累計】 １０件 １６０件 

データに基づく健康づくり体制の構築 ― 構築済み 

安心・安全に関する発信動画の閲覧数【累計】 ５３,０００回 ２００，０００回 

 

◇推進に向けた取組一覧◇ 

取組名 概要 予算額 担当課 

地域経済におけるキャッ

シュレス化の推進 

「新しい生活様式」に対応したキャッ

シュレス化を推進するため、スマート

フォンを活用したプレミアムポイン

トを発行します。 

270,631 千円 産業振興課 

中小企業等へのデジタル

化支援 

中小企業等の生産性向上・効率化に繋

がるＩＴツールの導入に係る経費の

補助や、ＩＴ導入を支援する専門家派

遣を行います。 

7,480 千円 産業振興課 

再生可能エネルギー等の

研究を通じた知的対流の

推進と新産業創出促進 

新しい産業を創出するため、先端技術

の実証事業等を誘致し、市内企業等と

マッチングします。また、社会的要請

のある「ポストコロナ」や「脱炭素化」

に向けた産学共同研究を重点的に支

援します。 

1,648 千円 産業振興課 

デジタル技術を活用した

スマート農業の推進 

農業の生産性を飛躍的に高めるため、

デジタル技術等をフル活用できる環

境整備を進めます。 

30,000 千円 農水産課 

農道台帳デジタル化の推

進 

農道台帳の再整備に合わせ、デジタル

化を進め、農業インフラの維持管理の

高度化を進めます。 

11,288 千円 農水産課 

中小企業の EC化支援 

中小企業の EC（電子商取引）サイト

構築支援のため、専門家を派遣すると

ともに、サイト構築にかかる経費に対

して補助します。 

1,200 千円 商業観光課 
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取組名 概要 予算額 担当課 

GIGA スクール構想の推進 

（教育環境における 

デジタル化の推進） 

子どもたち一人一人に個別最適化さ

れた学びを推進するため、すべての小

中学校の教室に配備した大型液晶モ

ニターや一人一台のタブレット端末、

学習教材ソフト等を活用した授業を

実施します。 

290,805 千円 教育研究所 

デジタル教科書の導入 

推進 

小中学校の各教室に配置される大型

液晶モニターの効果的な活用の一つ

として、小学校５・６年生及び中学校

全学年の英語を対象として指導者用

デジタル教科書のライセンスを更新

し、児童生徒の学びを充実させます。 

2,640 千円 教育指導課 

民間保育所等における  

ＩＣＴの活用支援の実施 

民間保育所や病児・病後児保育施設に

おける職員の業務負担の軽減を図る

ため、ＩＣＴの活用を支援します。 

1,523 千円 保育課 

オンライン相談による 

子育て支援 

来所や訪問が困難な家庭に対し、相談

や子どもの様子を確認するため、オン

ライン相談を実施します。 

― こども家庭課 

オンライン母子健康相談

の実施 

ビデオ通話システムを活用し、気軽に

健康相談を受けられる環境を整え、妊

産婦や子どもの健康相談を実施する。 

― 健康課 

タブレット端末等を活用

した授業による学習支援

の実施 

生活困窮世帯等の中学生を対象とし

た学習支援において、感染症の影響下

でも効率的な学習指導をするため、導

入済みのタブレット端末等を活用し

た授業を実施します。 

― 生活福祉課 
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取組名 概要 予算額 
関連施策 

担当課 

データ分析に基づく健康

事業の実施 

保健事業と介護予防の一体的な実施

を推進し、健康寿命を延伸するため、

ＫＤＢ（国保データベース）システム

等を活用したデータ分析から健康課

題の整理、分析を行い、事業の方向性

を検討します。 

― 

保険年金課、 
健康課、 
地域包括ケア
推進課 

通いの場（サロン）におけ

るICTを活用したつながり

促進 

ＳＮＳを通じた人とのつながりの維

持を支援するため、通いの場を中心に

高齢者に対するスマートフォン活用

講座等を開催します。 

 

319 千円 
地域包括ケア
推進課 

 

取組名 概要 予算額 
関連施策 

担当課 

被災者台帳システムを活

用した訓練の実施 

被災者の生活再建を支援するため、罹

災証明書等の申請や各種相談に迅速に

対応する体制を整えます。 

2,934 千円 災害対策課 

デジタル技術を活用した

災害情報の収集と分析 

更なる災害対応力の強化を図るため、

スマートフォンを活用し、災害情報を

効率的に収集するとともに、収集した

情報について大型モニターを活用し、

庁内で広く共有することで、迅速な情

報の分析・活用を図ります。 

608 千円 災害対策課 

YouTube を活用した防災

の啓発 

防災に関する情報を広く周知するた

め、ＹｏｕＴｕｂｅを活用して、防災

啓発を目的とした動画を配信します。 

0 千円 災害対策課 

SNS を活用した消費生活

関連情報の発信 

消費者被害の未然防止及びエシカル消

費の普及・啓発のため、ＳＮＳにて消

費生活関連情報を発信します。 

0 千円 
市民情報・相
談課 

YouTube を活用した交通

安全の啓発 

交通安全意識の向上を図るため、Ｙｏ

ｕＴｕｂｅを活用した交通安全動画を

配信します。 

― 交通政策課 
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取組名 概要 予算額 担当課 

コミュニティ活動支援に

おける講座等のオンライ

ンの活用 

コミュニティ活動を担う自治会や市民

活動団体向けの講座・イベント、会議

等に、在宅でも参加できるようオンラ

インを積極的に活用するとともに、新

たな日常においても地域のつながりを

維持するための取組を支援します。 

― 協働推進課 

美術館におけるデジタル

コンテンツの拡充 

市民が気軽に所蔵作品に触れる機会を

提供するため、ウェブ上にデジタルコ

ンテンツを拡充します。 
― 美術館 

図書館における電子書籍

の提供 

図書館に来館しなくても手軽に読書を

楽しめるよう、インターネットで電子

書籍を貸し出します。 

2,816 千円 中央図書館 

博物館における電子展示

システムの活用 

OA 及び電子展示システムを更新し、個

人のスマートフォンや貸出機のタブレ

ット端末を用いて、解説や画像、動画

など展示の理解を助ける付加情報の拡

充を進めます。一部は音声による展示

解説にも対応し視覚障がいの方にも展

示を楽しめる環境を構築します。また

プロジェクションマッピングによる情

報の多角的な可視化を実現します。 

5,803 千円 博物館 

税制上の優遇措置を受け

るためのＷＥＢシステム

（アプリ）を活用した食

品ロスの削減 

食品ロスの削減及び余剰食品が食を必

要とする方へ安定的に届くよう、フー

ドバンク活動を支援します。 
4,259 千円 環境政策課 
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重点施策事業 
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■数値目標 

指標名 
実績値 目標値 

2014 2018 2023 

創業者数【年間】 9 人 22 人 52 人 

工場等の新設や増築を行った企業
数【累計】 

5 件 19 件 35 件 

知的対流等を通じた交流人口 

【年間】 
― 0 人 130 人 

農地利用集積面積【累計】 105ha 122ha 142ha 

入込観光客数【年間】 707 万人 755 万人 770 万人 

 

個別施策Ⅰ－（２）多様な担い手が活躍する機会をつくる 

個別施策Ⅰ－（１）基幹産業の競争力を強化する 

個別施策Ⅰ－（３）地域資源を活用した新たな事業を創出する 

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 

人口減少社会がもたらす地域経済の縮小化の中で、持続的な経済成長を促進するため、地域に

おいて中核的な役割を果たす産業を中心に、先端技術の導入や生産性の向上の取組を支援し、地

域経済の基盤となる産業を振興します。また、商業、工業、農業、漁業、観光の各産業の強みを

活かし、起業の促進や事業拡大のための施策を展開し、他地域との知的対流の推進や産業間の連

携を促進することで新たな事業の創出を目指します。 
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Ⅰ 
重点施策Ⅰ：強みを活かしたしごとづくり 

(１) 基幹産業の競争力を強化する 

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載）    
本市の経済をけん引する中核的な産業である製

造業の設備投資や小売業等の魅力ある個店づくり
を推進し、特色を活かした商店街づくりを支援する
ことで、生産性向上に向けた取組、雇用創出や事業
の拡大を促します。また、特に Society5.0 等の動
向に応じたイノベーションの創出のため、再生可能
エネルギーや IoT、ロボット等の新しい分野への進
出を目指す事業者と大学などの研究機関が共同し
て行う技術開発等を支援するとともに、ビジネスチ
ャンスの創出に向けた取組を進めます。さらに、中
心市街地の特色を活かしたまちづくりを支援する
とともに、新たな産業拠点の形成を通じて、雇用機
会の拡大を図ります。 

■重要業績評価指標(KPI)  

重要業績評価指標(KPI) 
実績値 目標値 

  2014 2018 2023 

事業拡大や新技術・新商品
等の相談・紹介件数【年間】 44 件 63 件 65 件 

魅力化実施店舗数【累計】 10 店舗 46 店舗 82 店舗 
平塚駅周辺地区（明石町、
紅谷町）の空き店舗の減少
数【累計】 

― 0 件 3 件 

■施策推進のための取組 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 関連事業名 

企業の施設整備や新規雇用に
対する支援 

   
企業立地等促進事業 
【産業振興課】   

   中小企業金融支援事業 
【産業振興課】 

  
中小企業経営支援事業

【産業振興課】    

   電気バス導入促進事業 

【交通政策課】 

企業の非対面型ビジネスモデルへ
の転換に対する支援 

   中小企業経営支援事業 

【産業振興課】 

産学公の共同研究による新製品
や新技術開発等の事業化の支援 

   知的対流推進事業 
【産業振興課】 

商業者の経営強化や 
商店の魅力化のための支援 

   商店等魅力アップ 
推進事業 
【商業観光課】    

各商店会の特色を活かした集客 
や交流の場づくりの取組への支援 

   
商店街にぎわい創出事業 
【商業観光課】 

   
  

中心市街地の活性化支援 

  
商店街にぎわい創出事業 
【商業観光課】 
中心市街地活性化推進事業 
【都市整備課】 
平塚文化芸術ホール管理運営事業 

【文化・交流課】 

   
   

   

デジタル技術を活用したスマート
農業の導入支援 

  
担い手総合対策事業 
【農水産課】   

ツインシティ整備の推進 

   ツインシティ整備推進事業 

【都市整備課】 

  南北都市軸への新し
い公共交通導入事業 
【交通政策課】 

 地球温暖化対策 
推進事業 
【環境政策課】  

●：2022 年度から新たに位置付けた取組 

雇用機会の創出 

参入する企業に対するゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）の誘導 

南北都市軸における新しい公共交通の導入 

環境共生モデル住宅（ＺＥＨ）の導入補助 

まちゼミ等の開催支援 

商業者等との意見交換、にぎわいの創出に向けた事業の検討・実施 

●文化芸術ホールにおける賑わい創出事業の実施 

共同研究に対する助成 

個店アドバイザー派遣、逸品づくり支援、EC サイト構築支援 

匠の店等によるコト体験の開催支援 

店舗改装への支援の拡充 

空き店舗への出店促進の拡充 

認定農業者に対するスマート農業の導入支援 

スマートライスセンターの創設に向けた支援 

活動拠点の運営支援 

●公共交通機関における電気バスの導入支援 

●中小企業のデジタル化に対する助成及び専門家の派遣 

中小企業融資制度と信用保証料補助及び利子補給の実施 

平塚駅北口下りエス
カレーターの整備 

●中小企業の脱炭素化や省エネに資する設備・電気自動車車両に対 
する助成 

就職困難者を正規雇用する市内事業者への助成 

企業の新規立地や増築等の投資、市民の新規雇用に対する助成 

従業員の転入に対する
助成（適用申請開始） 

従業員の転入に対する助成 
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■計画事業費（参考）

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

企業の施設整備や新規雇用に対する 
支援 

2,080,148 千円 2,080,148 千円 2,080,148 千円 

企業の非対面型ビジネスモデルへの 
転換に対する支援 

【再掲】 

110,271 千円 

【再掲】 

110,271 千円 

【再掲】 

110,271 千円 

産学公の共同研究による新製品や 
新技術開発等の事業化の支援 

1,523 千円 1,523 千円 1,523 千円 

商業者の経営強化や商店の魅力化の 
ための支援 

2,680 千円 2,830 千円 2,980 千円 

各商店会の特色を活かした集客や 
交流の場づくりの取組への支援 

23,825 千円 23,825 千円 23,825 千円 

中心市街地の活性化支援 
【一部再掲】 

745,227 千円 

【一部再掲】 

296,633 千円 

【一部再掲】 

296,633 千円 

デジタル技術を活用したスマート農業の
導入支援 

55,496 千円 55,496 千円 55,496 千円 

ツインシティ整備の推進 433,084 千円 273,710 千円 286,091 千円 

合計 3,318,158 千円 2,710,340 千円 2,722,871 千円 

※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「具体的な取組」に該当する場合があるため、「具体的な取組」 

の事業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。 
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Ⅰ 
重点施策Ⅰ：強みを活かしたしごとづくり 

(２) 多様な担い手が活躍する機会をつくる 

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 
起業家に対して、創業から経営安定に至る一連の

取組を充実させます。また、各産業の担い手に対し
て、本市の持つネットワークを活かし関係機関と連
携の充実を図りながら、中小企業の販路拡大や経営
革新、事業承継などの様々な経営課題への支援や先
端技術を活用した取組等を進めることで事業展開
ができる環境を拡充します。さらに、新規成長分野
に取り組む事業者に対して、知的交流を通じたイノ
ベーション等の誘発を図ることで、地域経済の活性
化につなげるほか、多様な就労機会の拡充を図ります。 

■重要業績評価指標(KPI)  

重要業績評価指標(KPI) 
実績値 目標値 

2014 2018 2023 

創業支援件数 
【年間】 93 件 206 件 212 件 

新たな農の担い手数 
【累計】 8 人 49 人 89 人 

 

■施策推進のための取組 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 関連事業名 

次世代の産業の担い手となる
起業家の育成 

   

起業家支援事業 
【産業振興課】 

   

  

 

 

   中小企業金融支援事業 
【産業振興課】 

農業の多様な担い手の育成支
援や地域農業の活性化支援 

   

担い手総合対策事業 
【農水産課】 

   

  

  

本市農業のイメージアップとＰＲ    都市農業促進事業 
【農水産課】 

中心市街地の活性化のための
担い手の育成支援 

   商店街にぎわい創出事業 

【商業観光課】 
中心市街地活性化推進事業 

【都市整備課】 

中小企業の経営課題解決の 
支援 

   
中小企業経営支援事業

／産業間連携促進事業 

【産業振興課】 

  

  
中小企業に対する資金面での
支援 

  中小企業金融支援事業

【産業振興課】 

企業や大学の有する情報や 
知識の結合を促すことによる 
イノベーションの誘発 

  
波力発電関連分野での

新産業創出促進事業／

知的対流推進事業 

【産業振興課】 

   

   

多様な就労機会の支援 

   就労支援事業 
【産業振興課】 

  中小企業経営支援事業 

【産業振興課】 

   障がい者ワークステー
ション事業 
【行政総務課】 

   障がい者就労促進事業 
【障がい福祉課】 

●：2022 年度から新たに位置付けた取組 

経営課題解決のための専門家派遣やセミナーの開催 

経営課題を解決する総合相談窓口の開設 

円滑な事業承継を促進するためのセミナーの開催等 

中小企業融資制度と信用保証料補助及び利子補給の実施 

合同就職面接会や就労支援セミナー等の開催 

障がい者の就労や職場定着に対する支援 

障がい者の市役所や小中学校における働く場の提供 

商業者等との意見交換、担い手の発掘・育成、プラットフォーム
の検討 

新しい農業スタイルの普及啓発 

創業・副業相談会の開催 

●就職困難者を正規雇用する市内事業者への助成 

●女性のライフデザイン及び起業に関する講習会の開催 

担い手の確保・育成支援、農作業受託組織の拡充・支援 

●新規就農者への家賃補助制度による支援 

共同研究に対する助成 

新産業の創出に向けた調査研究等、平塚海洋エネルギー研究会の
活動推進や平塚海洋エネルギー研究会を通じた人材育成 

研究開発等の促進による関係人口の創出 

人・農地プラン策定地域への支援及び他地域への普及促進 

●ひきこもりの若者と農家のマッチング支援 

創業関連融資による支援 

起業関連情報の提供や事業計画の作成支援 

創業前後の様々な課題の解決を図るための専門家派遣 

起業家を育成するためのセミナーの開催 
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■計画事業費（参考） 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

次世代の産業の担い手となる起業家の
育成 

1,840,157 千円 1,840,157 千円 1,840,157 千円 

農業の多様な担い手の育成支援や 
地域農業の活性化支援 

55,496 千円 55,496 千円 55,496 千円 

本市農業のイメージアップとＰＲ 1,109 千円 1,109 千円 1,109 千円 

中心市街地の活性化のための担い手の
育成支援 

472,419 千円 23,825 千円 23,825 千円 

中小企業の経営課題解決の支援 111,747 千円 111,747 千円 111,747 千円 

中小企業に対する資金面での支援 
【再掲】 

1,838,327 千円 

【再掲】 

1,838,327 千円 

【再掲】 

1,838,327 千円 

企業や大学の有する情報や知識の結合 
を促すことによるイノベーションの誘発 

1,648 千円 1,648 千円 1,648 千円 

多様な就労機会の支援 
【一部再掲】 

142,934 千円 

【一部再掲】 

142,934 千円 

【一部再掲】 

142,934 千円 

合計 2,515,239 千円 2,066,645 千円 2,066,645 千円 

  ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「具体的な取組」に該当する場合があるため、「具体的な取組」

の事業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。 
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Ⅰ 
重点施策Ⅰ：強みを活かしたしごとづくり 

(３)  

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 
各産業の強みを活かし、分野横断的なネットワー

クを活用した支援により産業間連携や６次産業化
を推進することで付加価値向上を促します。また、
地域資源を活用した着地型の観光やにぎわいを創
出することにより、本市産業の更なる活性化と新た
な事業につなげます。さらに、ひらつか海岸エリア
魅力アップチャレンジに基づき、龍城ケ丘ゾーンの
公園整備に取り組み、自然と調和しつつ「海」を活
用したにぎわいの創出や来園者等への情報発信に
より、産業の活性化等に寄与します。 

■重要業績評価指標(KPI)  

重要業績評価指標(KPI) 
実績値 目標値 

 2014 2018 2023 

産業間連携ネットワー
クによる新商品開発・新
事業創出件数【累計】 

 ― 13 件 28 件 

市外の観光キャンペー
ン等への参加回数 

【年間】 

10 回 21 回 25 回 

 
■施策推進のための取組 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 関連事業名 

企業、団体、個人事業者の 
ネットワーク化による 
産業間の連携の場の創出 

   
産業間連携促進事業 

／知的対流推進事業 

【産業振興課】    

農水産業における新事業の 
創出や新商品の開発支援、 
販路拡大に向けた支援 

   
都市農業促進事業 

／水産振興推進事業 

／漁業理解促進事業 

【農水産課】 
観光事業 
【商業観光課】 

   

   

市民団体との協働による 
着地型観光の推進 

   着地型観光推進事業 

【商業観光課】 

海岸エリア魅力アップ 

チャレンジ 

   湘南海岸公園龍城
ケ丘ゾーン整備・ 
管理運営事業 
【みどり公園・水辺課】 

   海岸エリア魅力 
発信事業 
【広報課】 
知的対流推進事業 
【産業振興課】 
漁業理解促進事業 
【農水産課】 
観光事業 
【商業観光課】 

  

観光との連携による地場産品の普及・啓発 

分野横断的な新たなネットワークの推進 

地場産農水産物のブランド化と地産地消の拡充に向けたＰＲ活動の展開 

生産者と消費者の交流による都市農業・漁業への理解の促進 

着地型観光プログラムの開発とイベントの周知及び実施 

新商品の開発や新事業の創出に向けた専門家派遣の拡充、 
開発費助成等による支援 

漁港及び周辺地区の魅力づくりと魅力発信 

工事開始 供用開始、公園の運営 公園の運営 
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■計画事業費（参考） 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

企業、団体、個人事業者のネットワーク化
による産業間の連携の場の創出 

2,999 千円 2,999 千円 2,999 千円 

農水産業における新事業の創出や 
新商品の開発支援、販路拡大に向けた
支援 

14,373 千円 16,816 千円 14,616 千円 

市民団体との協働による着地型観光の 
推進 2,699 千円 1,700 千円 1,700 千円 

海岸エリア魅力アップチャレンジ 
【一部再掲】 

277,339 千円 

【一部再掲】 

553,907 千円 

【一部再掲】 

43,832 千円 

合計 283,821 千円 559,390 千円 49,315 千円 

  ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「具体的な取組」に該当する場合があるため、「具体的な取組」

の事業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。 
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■数値目標 

指標名 
実績値 目標値 

2014 2018 2023 

合計特殊出生率 1.32 1.31 1.51 

出典：人口動態保健所・市区町村別統計（厚生労働省） 

   （参考指標） 

指標名 
実績値 目標値 

2014 2018 2023 

合計特殊出生率 1.25 1.23 1.42 

    出典：神奈川県衛生統計年報 

    

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 

周産期医療や小児救急医療の体制を維持・継続し、妊娠初期から出産、育児期の切れ目のない支

援を充実強化するとともに、誰もが安心して出産・子育てできるよう社会全体で応援する環境づく

りを進めます。また、結婚や出産後も継続した就労ができるように仕事と生活の調和を促進し、子

育てにかかる負担を軽減するとともに、地域や学校での子どもの成長の支援や見守りを通じて、子

どもが安心して暮らせる環境づくりを進めます。 

個別施策Ⅱ－（２）安心して子育てができる環境をつくる 

個別施策Ⅱ－（１）若い世代の結婚・出産を支援する 

個別施策Ⅱ－（３）子どもの健やかな成長を支援する 
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Ⅱ 
重点施策Ⅱ：子どもを産み育てやすい環境づくり  

(１) 若い世代の結婚・出産を支援する 

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 
結婚や出産の希望をかなえるために、経

済的・精神的な安定を支援し、若いうちに

子どもを産み育てることができるようにす

るとともに、乳幼児を持つ家庭への訪問、

産前・産後の育児・家事支援、相談事業な

ど、妊娠・出産・育児期における不安の軽

減を図り、切れ目のない支援を行います。

また、誰もが仕事と生活の調和のとれた働

き方ができる社会に向けた取組を進めま

す。 

■重要業績評価指標(KPI)  

重要業績評価指標(KPI) 
実績値 目標値 

 2014 2018 2023 

乳児家庭全戸訪問の訪問率【年間】 93.3％ 96.1％ 97.0％ 

産科・小児科（周産期）の救急当
番実施率 

― 100% 100% 

妊婦健診の受診率【年間】 95.5％ 95.9% 98.0% 

子育て世代包括支援センターの 
利用者数【年間】 ― 2,531 人 3,244 人 

6 歳未満の子どもを育てている夫婦
世帯における、１日当たりの夫の家
事参加時間（平日） 

― 116 分★ 170 分 

★：2018 年度は本調査がなかったため、2019 年度の実績値を掲載しています。

■施策推進のための取組 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 関連事業名 

就職に向けた活動の支援    就労支援事業 
【産業振興課】 

出産を希望する人に対する
支援 

   
母子保健事業 
【健康課】 

  

産前・産後ヘルパーによる 
育児・家事支援の実施 

   母子保健事業 
【健康課】 

周産期医療の 
体制維持・継続実施 

   産科・小児科 
二次救急実施事業 
【経営企画課、医事課】 

妊婦・乳幼児の健診、 
各種相談・教室など 
親子への支援 

   

母子保健事業 
【健康課】 

   

   

   

   

   

働き方改革（ワーク・ライフ・
バランス）に取り組む企業へ
の支援 

   男女共同参画推進事業 

【人権・男女共同参画課】

   労働セミナー事業 
【産業振興課】 

   総合評価入札事業 
【契約検査課】 

   企業立地等促進事業 

【産業振興課】 

   中小企業経営支援事業 

【産業振興課】 

男性の家事・育児への 
参加促進のための支援 

   母子保健事業 
【健康課】    

   多様な学習推進事業 

【中央公民館】 

●：2022 年度から新たに位置付けた取組 

合同就職面接会や就労支援セミナー等の開催 

男性の子育て参加促進のための講座の開催 

特定不妊治療の保険
適用による制度切り替
えに伴う円滑な運用 

父子育児手帳の交付 

事業拡大や設備投資と併せてイクボス宣言等をした企業の支援 

中小企業のデジタル化に対する経費の一部助成及び専門家の派遣 

母親父親教室の開催 

不育治療費の助成 

産前・産後ヘルパーの適切な派遣 

働きやすい環境づくりをテーマとした講演会の開催 

産科の救急患者への対応 

イクボスの取組の啓発や宣言企業登録制度の実施 

総合評価方式の入札におけるイクボス宣言事業者への評価項目の運用 

●３歳児健診における屈折検査の導入 

●産婦健診への助成 

産後ケア事業（産後デイサービス事業等）の運営 

健康診査や健康教育・相談の適切な実施 

子育て世代包括支援センターの機能の充実 

妊婦健診への助成 
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■計画事業費（参考） 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

就職に向けた活動の支援 1,093 千円 1,093 千円 1,093 千円 

出産を希望する人に対する支援 213,848 千円 213,848 千円 213,848 千円 

産前・産後ヘルパーによる 
育児・家事支援の実施 

【再掲】 

213,848 千円 

【再掲】 

213,848 千円 

【再掲】 

213,848 千円 

周産期医療の 
体制維持・継続実施 

― ― ― 

妊婦・乳幼児の健診、 
各種相談・教室など親子への支援 

【再掲】 

213,848 千円 

【再掲】 

213,848 千円 

【再掲】 

213,848 千円 

働き方改革（ワーク・ライフ・バランス）に
取り組む企業への支援 

223,292 千円 222,600 千円 222,600 千円 

男性の家事・育児への参加促進のための
支援 

【一部再掲】 

218,819 千円 

【一部再掲】 

218,819 千円 

【一部再掲】 

218,819 千円 

合計 443,204 千円 442,512 千円 442,512 千円 

    ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「具体的な取組」に該当する場合があるため、「具体的な取組」

の事業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。 

    ※注：「周産期医療の体制維持・継続実施」の計画事業費については、病院全体の予算の一部であり、当該「具体

的な取組」の関連事業費に係る予算のみを抽出できないため、「―（ハイフン）」としています。
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Ⅱ 
重点施策Ⅱ：子どもを産み育てやすい環境づくり 

(２) 安心して子育てができる環境をつくる 

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 
安心して子育てができるようにするた

め、保護者の仕事と育児の両立を支援する

とともに、経済的・精神的な負担の軽減を

図ります。また、高まる保育ニーズに対応

するため、施設整備と保育士確保の両面か

ら保育環境の充実に向けた取組を進めま

す。 

■重要業績評価指標(KPI)  

重要業績評価指標(KPI) 
実績値 目標値 

  2014 2018 2023 

保育園等の待機児童数 0 人 22 人 0 人 

放課後児童クラブの 

待機児童数 
2 人 0 人 0 人 

■施策推進のための取組 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 関連事業名 

一時的・臨時的な育児支援 
活動を行うファミリー・サポー
ト・センターの運営 

   ファミリー 
サポート事業 
【保育課】 

保育所等の運営・施設整備へ
の助成 

  

民間保育所施設 
整備支援事業／ 
民間保育所助成事業 

【保育課】 

  

 

   

   

民間保育所における保育士
確保のための取組支援 

  

民間保育所保育士
確保支援事業 
【保育課】 

  

   

  

  

  

幼児教育・保育の一体的な 
提供 

  吉沢地区地域交流 
・子育て支援拠点 
づくり推進事業 
【保育課、教育総務課】 

利用ニーズ（実質利用児童数）
に応じた放課後児童クラブの
設置 

   放課後児童健全 
育成事業 
【青少年課】 

子どもの通院、入院時の 
医療費の助成 

   小児医療費助成事業 

【こども家庭課】 
小児救急医療の 
体制維持・継続実施 

   産科・小児科 
二次救急実施事業 
【経営企画課、医事課】 

特別保育の拡充 

  
特別保育拡充事業 
【保育課】   

●：2022 年度から新たに位置付けた取組

預かり・送迎等の実施 

放課後児童クラブの分割及び移設による受入児童数の拡充 

医療費助成の実施 

民間保育所、認定こども園及び私設保育施設への運営費等の一部助成 

障がいのある子ども等の受入体制の充実 

認定こども園の 
業者募集・設計 

民間保育所の施設整備費及び小規模修繕費の一部助成 

小規模保育事業整備費の助成 

民間保育所等の保育支援者配置経費の一部助成 

認定こども園の 
設計・工事 

認定こども園の 
工事・開園準備 

小児科の救急患者の 365 日受け入れ 

病児保育の実施 

一時預かりや延長保育、病後児保育の実施 

保育士就職促進貸付 

●保育士確保特設サイトの開設 

保育士奨学金返済支援 

保育士のメンタルヘルス対策支援 

保育士就労支援金交付 

民間保育所における就労体験（インターンシップ）事業実施経費の一部助成 
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■計画事業費（参考） 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

一時的・臨時的な育児支援活動を行う 
ファミリー・サポートセンターの運営 

15,720 千円 15,720 千円 15,720 千円 

保育所等の運営・施設整備への助成 702,079 千円 265,169 千円 265,169 千円 

民間保育所における保育士確保のため
の取組支援 

32,850 千円 32,850 千円 32,850 千円 

幼児教育・保育の一体的な提供 0 千円 未定 未定 

利用ニーズ（実質利用児童数）に応じた
放課後児童クラブの設置 

552,996 千円 552,996 千円 552,996 千円 

子どもの通院、入院時の医療費の助成 940,537 千円 940,537 千円 940,537 千円 

小児救急医療の体制維持・継続実施 ― ― ― 

特別保育の拡充 156,483 千円 156,483 千円 156,483 千円 

合計 2,400,665 千円 1,963,755 千円 1,963,755 千円 

  ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「具体的な取組」に該当する場合があるため、「具体的な取組」

の事業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。 

   ※注：「小児救急医療の体制維持・継続実施」の計画事業費については、病院全体の予算の一部であり、当該「具体

的な取組」の関連事業費に係る予算のみを抽出できないため、「―（ハイフン）」としています。
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Ⅱ 
重点施策Ⅱ：子どもを産み育てやすい環境づくり 

(３) 子どもの健やかな成長を支援する 

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 

地域・保育所・学校において、施設整備、

育児・学習支援、相談しやすい環境を整え

るとともに、適切な支援へつなげることに

より、子どもの成長に向けた機会・体制を

充実します。 

■重要業績評価指標(KPI)  

重要業績評価指標(KPI) 
実績値 目標値 

  2014 2018 2023 

子育て支援センター・ 

つどいの広場の子ども 

の平均利用回数【年間】 
- 4.3 回 4.5 回 

介助員数 76 人 115 人 133 人 

■施策推進のための取組 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 関連事業名 

さまざまな子どもの 

相談・生活助言や 

適切な支援へのつなぎ 

  
教育相談事業 
【子ども教育相談センター】    

  
   就学相談・指導事業 

【子ども教育相談センター】 

   スクールカウンセラー派

遣事業 
【子ども教育相談センター】 

   スクールソーシャルワ

ーカー派遣事業 

【子ども教育相談センター】 

   適応指導教室事業 
【子ども教育相談センター】 

   地域療育システム事業 
【こども家庭課】 

 子どもの未来支援事業 

【こども家庭課】 

学習意欲の向上や情報活用能

力の育成、英語教育の充実 

  放課後自主学習教室事業 

【教育指導課】 

  GIGA スクール構想推進

事業【教育研究所】 
教育指導事業 
【教育指導課】 

  

  外国人英語指導者の
学校訪問事業 
【教育指導課】 

地域子育て支援拠点事業の推
進 

   地域子育て支援推進
事業 
【保育課】    

教育の効果を高める支援スタ
ッフの派遣 

サン・サンスタッフ 
派遣事業 
【教職員課】    

安心して学校生活を送るため
の支援員の派遣 

介助員派遣事業 
【子ども教育相談センター】  

快適に学校生活を送るための

トイレ洋式化の推進 

   小学校施設管理事業 
中学校施設管理事業 
小学校大規模改修事業 
中学校大規模改修事業 
【教育施設課】 

中学校完全給食の早期実現に
向けた取組の推進 

 中学校完全給食準備事業
【学校給食課】 

安全で安心して過ごせる学校

づくりの推進 

 
学校安全対策推進事業 

【教育指導課】 

地域と連携・協働した学校づく

りの推進 

教育指導事業 
【教育指導課】 

●：2022 年度から新たに位置付けた取組 

放課後自主学習教室の実施 

子育て支援センター事業やつどいの広場事業の推進 

小中学校における一人一台配備されたタブレット端末の有効活用 

学習支援補助員の派遣による学習環境や授業体制づくりの支援 

学校司書の派遣による学校図書館を活用した学習活動や読書活動の支援 

セーフティプロモーションスクール取組事例の各校（園）への水平展開 

デジタル教科書による授業の実施、研修会等の実施 

外国人英語指導者の学校訪問 

危機管理演習資料を活用した研修の充実 

 

大規模改修工事やトイレの修繕に伴う小中学校におけるトイレの洋式化 

新たな学校給食センターの整備、中学校施設

整備工事 

地域で行う子育て支援活動等への保育士の派遣 

中学校完全給食の 

開始 

●医療機関等との連携による児童生徒への支援の充実 

教育的ニーズに応じた介助員等の派遣 

●医療的ケア児に対する支援の拡充 

●学校運営協議会の設置と充実 

こども発達支援室での相談、機能訓練や保育所等への巡回訪問 

●支援対象児童等見守り強化事業の実施 

個の教育的ニーズに応じた就学相談・指導 

児童・生徒の様々な課題解決に向けた児童・生徒本人や保護者への 
カウンセリング 

不登校児童・生徒の社会適応に向けた相談・指導 

児童・生徒の問題行動等の未然防止や早期解決に向けた対応・支援 

特別な教育的配慮を必要とする児童・生徒への就学移行支援・継続支援の充実 

関係機関と連携した教育相談 
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■計画事業費（参考） 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

さまざまな子どもの相談・生活助言や 
適切な支援へのつなぎ 

127,600 千円 127,600 千円 127,600 千円 

学習意欲の向上や情報活用能力の育
成、英語教育の充実 

395,769 千円 400,090 千円 437,079 千円 

地域子育て支援拠点事業の推進 59,613 千円 59,613 千円 59,613 千円 

教育の効果を高める支援スタッフの派遣 82,930 千円 82,930 千円 82,930 千円 

安心して学校生活を送るための 
支援員の派遣 

127,573 千円 127,573 千円 127,573 千円 

快適に学校生活を送るための 
トイレ洋式化の推進 

807,701 千円 1,384,125 千円 1,384,125 千円 

中学校完全給食の早期実現に向けた 
取組の推進 

116,844 千円 未定 未定 

安全で安心して過ごせる学校づくりの 
推進 

534 千円 534 千円 534 千円 

地域と連携・協働した学校づくりの推進 
【再掲】 

38,285 千円 

【再掲】 

38,605 千円 

【再掲】 

75,594 千円 

合計 1,718,564 千円 2,182,465 千円 2,219,454 千円 

  ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「具体的な取組」に該当する場合があるため、「具体的な取組」

の事業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。 
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■数値目標 

指標名 
実績値 目標値 

2014 2018 2023 

要介護認定を受けていない市民の

割合（75歳～79 歳） 
90.3％ 91.8% 93.1％ 

高齢者サロンの参加者数【年間】 43,507 人 175,164 人 189,500 人 

 
  

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 

  地域住民が世代や立場を越えてつながりを持ち共に支え合う「地域共生社会」の実現が求められ、

「人生１００年時代」を迎えようとする中、早期からの健康増進や介護予防、外出の促進や活躍の

場の確保、生活基盤の充実などに取り組むことで、高齢になっても充実した多様なライフスタイル

を選択し、安心して元気で生きがいを持って暮らし続けられるまちを目指します。 

個別施策Ⅲ－（２）健康寿命を延ばす取組を推進する 

個別施策Ⅲ－（１）高齢者のさまざまな活躍を支援する 

個別施策Ⅲ－（３）いつまでも住み慣れた地域で安心して 
暮らせる環境をつくる 
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Ⅲ 
重点施策Ⅲ：いくつになってもいきいきと暮らすまちづくり 

(１) 高齢者のさまざまな活躍を支援する 

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 

長年培った技術や知識を活かしたボラン

ティア活動や余暇活動など、様々な形での

高齢者の社会参加や自治会活動などの地域

貢献を支援します。また、就労を希望する

高齢者がそれぞれにあった働き方で活躍で

きる環境の整備を進めます。 

■重要業績評価指標(KPI)  

重要業績評価指標(KPI) 
実績値 目標値 

  2014 2018 2023 

地域で奉仕活動等を行ってい
る高齢者の数【年間】 

― 25,527 人 28,500 人 

町内福祉村ボランティア登録
者数 

1,563 人 1,945 人 2,500 人 

高齢者の就労率 ― 25.7% 27.3% 

地区公民館の地域人材講師の
新規登録者数【累計】 

― 12 人 60 人 

 
■施策推進のための取組 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 関連事業名 

住民相互の支え合いや交流
活動の活性化の支援 

   

地域福祉推進事業 
【福祉総務課】 

  

   

  住民主体地域内 
移送推進事業 
【福祉総務課】 

高齢者の地域貢献活動や 
余暇活動の支援 

   地域自治推進事業 
【協働推進課】 

   地域の人材発掘・ 
活用事業 
【中央公民館】 

   老人クラブ支援 
事業 
【高齢福祉課】 

多様化する高齢者の就労に
関する支援 

   生きがい事業団 
助成事業 
【高齢福祉課】 

   
就労支援事業 
【産業振興課】 

  

 

 

 

 

 

●新たな町内福祉村 
の立ち上げ 

地域福祉情報の発信 

 
住民主体の地域内移送に対する支援 
 

町内福祉村の新規開設促進と新規支援活動の水平展開、コーディネー
ターの配置 

地域における活躍の場に対する支援 

指導者登録名簿作成やボランティアの育成・活用 

地域課題解決に向けた取組に対する支援 

合同就職面接会や就労支援セミナー等の開催 

高齢者の生きがい及び就業機会の確保に対する支援 
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■計画事業費（参考） 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

住民相互の支え合いや交流活動の活性
化の支援 

6,533 千円 5,108 千円 5,108 千円 

高齢者の地域貢献活動や余暇活動の 
支援 

14,653 千円 12,653 千円 12,653 千円 

多様化する高齢者の就労に関する支援 31,080 千円 31,080 千円 31,080 千円 

合計 52,266 千円 48,841 千円 48,841 千円 

  ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「具体的な取組」に該当する場合があるため、「具体的な取組」

の事業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります 
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Ⅲ 
重点施策Ⅲ：いくつになってもいきいきと暮らすまちづくり 

(２) 健康寿命を延ばす取組を推進する 

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 
高齢期になっても可能な限り介護を必要

とせず、健康な心と身体を維持できるよう、

健診結果や病歴を踏まえた生活習慣病の早

期発見と重症化予防など早期からの健康増

進や、加齢に伴い現れる生活機能の低下の

予防など、健康寿命の延伸を支援する取組

を進めます。 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
実績値 目標値 

  2014 2018 2023 

健康チャレンジリーダー 

養成者数【累計】 
― 96 人 180 人 

がん検診の受診率 14.3％ 16.1％ 18.0％ 

特定健康診査（こくほ特定健

診）の受診率 
31.7％ 34.2% 42.0％ 

■施策推進のための取組 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 関連事業名 

地域で楽しく健康長寿に 
向けたチャレンジ 

   

一般介護予防事業 
【保険年金課、地域包括
ケア推進課】 

   

   

   

生活習慣病の早期対応と 
重症化予防 

   

健康増進事業 
【健康課】    

   特定健診・ 
特定保健指導事業 
【保険年金課】 

   生活保護者自立 
支援事業 
【生活福祉課】 

   データ分析に基づ
いた健康政策事業 
【保険年金課、 

健康課、地域包括 
ケア推進課】 

●：2022 年度から新たに位置付けた取組 

 
 
 

 

フレイルチェックの実施 

地域住民による自主的な健康づくりの支援 

健康意識を高める教室や講話の開催 

健康チャレンジリーダーによる健康づくりの支援 

国保・後期・介護のデ
ータの分析、事業の
方向性の検討 

課題解決のための指
標の統一、関連する
各種計画への反映 

各種計画事業のデー
タ分析と事業評価 

内臓脂肪症候群等に着目した健診・保健指導の実施 

生活保護受給者の健康管理支援 

未病改善教室の実施 

健康教育・各種がん検診・各種健康診査の実施 
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■計画事業費（参考） 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

地域で楽しく健康長寿に向けたチャレン
ジ 

44,316 千円 44,316 千円 44,316 千円 

生活習慣病の早期対応と重症化予防 527,328 千円 527,328 千円 527,328 千円 

合計 571,644 千円 571,644 千円 571,644 千円 

  ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「具体的な取組」に該当する場合があるため、「具体的な取組」

の事業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。 
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Ⅲ 
重点施策Ⅲ：いくつになってもいきいきと暮らすまちづくり 

(３) 
いつまでも住み慣れた地域で安心して 

暮らせる環境をつくる 
■基本的な方向性（基本計画から転載） 

高齢者の生活支援等を通した孤立の防止

や見守り体制の整備など、高齢者の生活基

盤の整備に取り組むとともに、医療と介護

の連携推進、成年後見制度の利用などを進

めます。また、高齢者等の虐待防止、「8050

問題」、介護人材の確保・定着に取り組むこ

とで、いつまでも住み慣れた地域で安心し

て暮らし続けられる環境をつくります。 

■重要業績評価指標(KPI) （基本計画から転載） 

重要業績評価指標(KPI) 
実績値 目標値 

  2014 2018 2023 

認知症サポーター養成者数

【累計】 
10,252 人 20,794 人 33,500 人 

成年後見制度出張講座等参加

者数【累計】 
270 人 2,773 人 5,600 人 

医療・介護多職種連携研修参

加者数【年間】 
― 397 人 800 人 

■施策推進のための取組 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 関連事業名 

地域包括ケアシステムの深化・
推進 

   

包括的支援事業 
【高齢福祉課、地域包括
ケア推進課】 

   

   

   

   

   

   地域医療福祉拠点
整備モデル地区構
想推進事業 
【高齢福祉課】 

介護保険サービスの円滑な 
実施のための人材確保 

   

介護人材育成定着
支援事業 
【介護保険課】 

   

   

   

権利擁護推進体制の構築 

   成年後見制度推進
事業 
【福祉総務課】 

   障がい者権利擁護
推進事業 
【障がい福祉課】 

   終末期に向けた 
権利擁護推進事業 
【高齢福祉課】 
 

 ●：2022 年度から新たに位置付けた取組 

●ＰＲ動画を活用した介護のイメージアップへの取組 

●交流の場の創設による介護職員への定着支援 

介護職員初任者研修受講の促進 

介護職員等宿舎借上げ支援事業 

地域医療福祉拠点整備に向けたＵＲ都市機構との協議、ソフト事業の
検討・実施 

虐待防止等の権利擁護機能の充実 

終末期に向けた活動支援と権利擁護の推進 

成年後見利用支援センター（中核機関）の運営や市民後見人の養成 

地域ケア会議の開催による地域課題の解決 

在宅医療・介護連携支援センターの運営 

認知症初期集中支援チームによる認知症に対する早期対応体制の充実 

市民への認知症の理解と対応策の普及 

認知機能検査プログラムによる認知機能低下の早期発見と早期対応 

●基幹型（機能強化型）包括支援センター 
の設置検討 
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■計画事業費（参考） 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

地域包括ケアシステムの深化・推進 440,884 千円 440,884 千円 440,884 千円 

介護保険サービスの円滑な実施のため
の人材確保 

830 千円 830 千円 未定 

権利擁護推進体制の構築 27,075 千円 27,075 千円 27,075 千円 

合計 468,789 千円 468,789 千円 467,959 千円 

  ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「具体的な取組」に該当する場合があるため、「具体的な取組」

の事業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



42 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



43 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標 

指標名 
実績値 目標値 

2014 2018 2023 

地域団体等が実施する防災訓練数 

【年間】 
302 回 407 回 422 回 

総合浸水対策（第２次実施計画）

を実施した重点対策地区数【累計】 
― ― 12 地区 

窃盗犯の発生件数【年間】 981 件 686 件 640 件 

交通事故の発生件数【年間】 1,265 件 843 件 740 件 

  

基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 

地域の防災・防犯・交通安全活動を支援します。また、災害の被害を最小限に抑えるために、

建物の耐震化や浸水対策等の減災・防災対策に取り組むとともに、犯罪や消費者被害の防止及び

交通安全対策により、安心・安全なまちづくりを進めます。 

個別施策Ⅳ－（２）犯罪や消費者被害を防止する 

個別施策Ⅳ－（１）災害に強い地域づくりを推進する 

個別施策Ⅳ－（３）交通安全対策を推進する 
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Ⅳ 
重点施策Ⅳ：安心・安全に暮らせるまちづくり 

(１) 災害に強い地域づくりを推進する 

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 
地域住民や地域住民により組織された防

災関係団体と行政が協働し、防災意識を高

め、自助・共助・公助の連携により災害か

ら身を守ることができる地域づくりを推進

します。また、被災後の避難生活の支援や

円滑に生活再建を進められる体制づくりを

推進します。

■重要業績評価指標(KPI)  

重要業績評価指標(KPI) 
実績値 目標値 

  2014 2018 2023 

防災活動事例の紹介件数 

【年間】 

 

50 件 

 

 

88 件 

 

93 件 

保存食の種類数 3 種類 5 種類 8 種類 

2019 年から 2023 年までに浸
水対策を実施した面積【累計】 

  －    －   138ha 

■施策推進のための取組 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 関連事業名 

自助・共助・公助の連携によ
る災害対策の推進 

   防災訓練強化事業 
【災害対策課】 

  

災害対策本部対応
力強化事業 
【災害対策課】 

  

  

   
災害用備蓄拡充 
事業 
【災害対策課】   

  地震・津波防災 
対策事業 
【災害対策課】 

  災害情報伝達事業 
【危機管理課】 

   住宅密集地等消火
体制強化事業 
【消防救急課】 

  
建物の耐震性向上
促進事業 
【建築指導課】 

建物の耐震化の促進 
   建物の耐震性向上

促進事業 
【建築指導課】 

橋りょうの耐震化の推進 
   橋りょう震災対策

事業 
【道路整備課】 

公共下水道の耐震化の推進 
   公共下水道管路 

地震対策事業 
【下水道整備課】 

管路整備や土のうステーショ
ンの設置などの総合的な浸
水対策の推進 

   公共下水道整備 
事業 
【下水道整備課】 

湘南海岸公園龍城ケ丘ゾー
ンにおける来園者の安全確
保 

  湘南海岸公園龍城
ケ丘ゾーン整備・ 
管理運営事業 
【みどり公園・水辺課】 

●：2022 年度から新たに位置付けた取組 

土のうステーション・フラップゲートの設置や管路の築造工事等の 
実施 

建築物の耐震診断、耐震改修工事及び除却の費用を助成 

橋脚の補強や落橋防止システムの整備等の実施 

管路の耐震化工事の実施 

避難訓練等の実施 工事開始 
供用開始、避難訓練等
の実施 

●建築物の耐震改修工事と併せた防火改修工事の費用を助成 

防災ラジオの希望者への有償配布 

自主防災組織訓練、総合防災訓練、ハザードマップを用いた高潮・洪
水・土砂災害・津波避難訓練 

消火用資機材等の設置及び訓練等の実施 

災害時における電気自動車活用体制の維持 

避難所へのマンホールトイレの整備 

食料、生活必需品、感染症対策用品等の備蓄の拡充 

外部有識者による訓練の充実 

被災者台帳システムを活用した訓練の実施 

●スマートフォンによる災害情報の収集及び大型モニターの活用に 
よる情報の分析・活用 
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■計画事業費（参考） 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

自助・共助・公助の連携による災害対策
の推進 

218,580 千円 233,207 千円 254,207 千円 

建物の耐震化の促進 
【再掲】 

65,311 千円 

【再掲】 

67,911 千円 

【再掲】 

88,911 千円 

橋りょうの耐震化の推進 111,000 千円 76,000 千円 155,000 千円 

公共下水道の耐震化の推進 127,365 千円 127,365 千円 127,365 千円 

管路整備や土のうステーションの設置な
どの総合的な浸水対策の推進 

305,139 千円 305,139 千円 305,139 千円 

湘南海岸公園龍城ケ丘ゾーンにおける 
来園者の安全確保 

263,750 千円 537,875 千円 30,000 千円 

合計 1,025,834 千円 1,279,586 千円 871,711 千円 

  ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「具体的な取組」に該当する場合があるため、「具体的な取組」

の事業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。 
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Ⅳ 
重点施策Ⅳ：安心・安全に暮らせるまちづくり 

(２) 犯罪や消費者被害を防止する 

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 
地域住民が主体となった組織の取組を支

援し、防犯意識を高めるとともに、犯罪が

起きにくい地域づくりを進めます。また、

消費生活に関する情報を提供し、消費者被

害の未然防止を図るとともに、消費者トラ

ブルの救済に向けた取組を進めます。さら

に、市民の体感治安の向上に向けて、防犯

活動や平塚駅周辺の環境浄化活動を関係団

体等と連携して進めるとともに、本市の安

心・安全に関するイメージの向上に向けて、

効果的な情報発信に取り組みます。 

■重要業績評価指標(KPI)  

重要業績評価指標(KPI) 
実績値 目標値 

  2014 2018 2023 

市と関係団体による防犯活動
数【年間】 

13 回 40 回 42 回 

消費生活相談において消費者
自らが相手方と交渉できるよ
う助言した件数の割合 

75％ 89％ 85％ 

■施策推進のための取組 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 関連事業名 

防犯活動・防犯設備の充実
や体感治安向上の推進 

   防犯対策・治安向上
推進事業 
【危機管理課】 

  

防犯設備整備事業 
【危機管理課】 

  

  

安心・安全な消費生活の支援 

   
安全で豊かな消費
生活推進事業 
【市民情報・相談課】 

●：2022 年度から新たに位置付けた取組 

 

■計画事業費（参考） 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

防犯活動・防犯設備の充実や体感治安
向上の推進 

68,669 千円 68,669 千円 68,669 千円 

安心・安全な消費生活の支援 17,034 千円 17,034 千円 17,034 千円 

合計 85,703 千円 85,703 千円 85,703 千円 

※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「具体的な取組」に該当する場合があるため、「具体的な取組」

の事業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。 

●映像データ確認作
業の時間短縮を図
るクラウド型防犯
カメラの導入 

クラウド型防犯カメラの活用 

迷惑電話の防止機能
がある機器の購入補
助 

消費生活相談、出前講座等の開催等 

ＳＮＳを活用した情報提供 

平塚警察署等と連携した体感治安向上の取組、地域の防犯活動 

自治会等による防犯
カメラ設置への補助 
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Ⅳ 
重点施策Ⅳ：安心・安全に暮らせるまちづくり 

(３) 交通安全対策を推進する 

■基本的な方向性（改訂基本計画から転載） 
事故から身を守ることができるよう、交

通ルールの遵守や自転車マナーの向上を図

り、市民の交通安全意識を高めるとともに、

日常の移動手段として多くの人に利用され

ている自転車の安全な走行環境をつくりま

す。また、誰もが移動の安全と快適性を享

受できるよう、バリアフリーを推進します。 

■重要業績評価指標(KPI)  

重要業績評価指標(KPI) 
実績値 目標値 

  2014 2018 2023 

交通安全教室の開催数【年間】 200 件 224 件 230 件 

平塚駅３㎞圏の自転車ネット
ワーク整備率【累計】 

3％ 24％ 70％ 

■施策推進のための取組 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 関連事業名 

交通安全対策の推進 

   交通安全啓発推進
事業 
【交通政策課】 

   交通安全対策指導
事業 
【交通政策課】 

自転車を利用しやすい環境
づくり 

   自転車通行帯整備
事業 
【道路整備課、交通
政策課】 

バリアフリーの推進 

   バリアフリー促進
事業 
【交通政策課】 

   社会参加・交流促進
事業 
【障がい福祉課】 

 

 

■計画事業費（参考） 

具体的な取組 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

交通安全対策の推進 17,606 千円 17,413 千円 17,413 千円 

自転車を利用しやすい環境づくり 29,715 千円 39,560 千円 30,360 千円 

バリアフリーの推進 6,190 千円 6,190 千円 6,190 千円 

合計 53,511 千円 63,163 千円 53,963 千円 

   ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「具体的な取組」に該当する場合があるため、「具体的な取組」

の事業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。

自転車通行帯の整備 

「心のバリアフリー」の推進 

基本構想に基づくバリアフリーの推進 

交通安全教室、各種キャンペーンの実施 

市内各地域や平塚駅周辺における交通安全の確保及び指導 
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